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人財の確保・定着、付加価値の適正分配 

ＯＮＥ ＴＥＡＭで生活改善を実現しよう 

２０２４年 ３月 ７日 日本鉄道労働組合連合会 

ＪＲ連合四国地協は２月 17日、香川県宇多津町内で第 32回定期委員会及び「２０２４

春季生活闘争討論集会」を開催し、加盟６単組がＯＮＥ ＴＥＡＭとなって士気を高め、

２０２４春季生活闘争勝利に向けた決意を固めあった。 

定期委員会の冒頭、四国地協を代表して挨拶に立った大谷清議長

（ＪＲ連合副会長・ＪＲ四国労組執行委員長）は、ＪＲ四国グルー

プの最終損益が４期ぶりに黒字を確保する見通しが明らかになっ

たことに触れ、「人流の拡大や各種支援策の有効活用も要因ではあ

るものの、黒字確保は組合員の日々の努力、各種施策への協力の賜

物」と述べた後、「安全」「２０２４春季生活闘争」「組織の強化・拡

大」「政治と政策の取り組み」に係る所信を表明。併せて、これら諸

活動の推進には人財の確保が何よりも重要との考えを示した。 

議事では、中野圭司事務局長（ＪＲ四国労組副執行委員長）が経

過報告、活動方針案・予算案を提起し、満場

一致でこれを承認。役員改選では、新たに柏

木拓海副議長（ＪＲ四国ホテルズユニオン

執行委員長）、山下聡副議長（ＪＲ四国ステ

ーション開発労働組合執行委員長）らが就

任し、新体制を確立した。 

続いて開催された「２０２４春季生活闘争討論集会」では、石川産業政策局長が２０２４

春闘のポイントや取り巻く情勢を説明。消費者物価指数や実質賃金の推移を示し、継続的な

賃上げが重要であることを説くとともに、「政労使の認識も一致している。今次春闘がステ

ージを変える正念場であり、労使ともにデフレマインドを払拭し働きの価値に見合った賃金

を勝ち取ろう」と呼びかけた。 

 集会では、今次春闘に対する強い期

待感、物価高騰等による生活への影響、

制度改正を求める意見などが出され、

執行部がこれに答弁。四国地協一丸と

なって取り組む意思合わせを行い、最

後に大谷議長の団結ガンバローで会を

締めくくった。 
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